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オープン研究会
　2012 年度より，研究センター主催の学内研究
会を「オープン研究会」という名称で開催してい
る。その趣旨は下記の通りである。（2012 年 5 月　
よびかけより）
１目的　白梅学園における研究の活性化，特に異
　　　　分野，異業種間の研究交流による創造的
　　　　研究の発展
２実施体制　教育・福祉研究センターの事業とし
　　　　　　て実施。
　　　　　　研究員より，オープン研究会運営委
　　　　　　員を募り，運営にあたる　
３研究会
　　開催日　年 10 回程度
　　　　　　土曜午後　3 時間程度（報告・討論）　
　　会場　　学内
　　報告　　基本的にエントリー　依頼もあり
　　　　　　　報告者　大学・短大教職員，
　　　　　　　　　　　中，高，幼稚園教職員
　　　　　　　　　　　白梅保育園，その他学園
　　　　　　　　　　　関係者，院生
　　　　　　　報告内容　共同研究，個人の研究
　　　　　　　　　　　　その他 , 学内外の研究
　　　　　　　　　　　　費補助を受けた研究，
　　　　　　　　　　　　その他の個人研究
　　参加者　学園内常勤・非常勤教職員，学生・
　　　　　　院生，学外者も可
　　研究会情報は，白梅学園大学・短期大学
　　ホームページに掲載
　研究センター運営委員内では松本が担当し，多
喜乃（発達臨床学科），増田（子ども学科），西方
（家族・地域支援学科），瀧口（保育科）の各氏
にオープン研究会運営委員としてご協力頂きすす
めてきた。当初の計画のような学園全体への拡が
りはつくりだせず，参加者は大学・短大関係者に
とどまっている。ホームページへの情報掲載は実
施されず，研究会情報は学園内メーリングリスト
によっている。また，土曜日開催でスタートした
が，集まりやすさから木曜日の諸会議終了後に切
り替えた。
　2012 年度は下記のように 6 回開催され，毎回
興味深い報告が行われてきた。毎回の研究会後，
運営委員が記録をまとめ，学内各構成員にメール
添付で送付し，成果を共有できるようにしてい
る。有益な異分野研究交流を，今後も継続してい
きたい。
　第 1 回　6 月 16 日（土）報告　瀧口優（白梅
学園短期大学保育科）
　　テーマ　「小・中・高・大」を通した英語教
育の在り方
　第 2 回　7 月 21 日（土）報告　小松　隆二（白
梅学園　理事長）
　　テーマ　「小さな大国」ニュージーランド～
生活保障と人権保護を先導した国～
　第 3 回　11 月 8 日（木）報告　福丸由佳（発
達臨床学科教授）
　　テーマ　米国における多様な家族支援の取り
組み　～シンシナティにおける実践と日本へ
の導入・実践の課題～
　第4回　12月8日(木)　報告　牧野晶哲（家族・
地域支援学科講師）
　　テーマ　スクールソーシャルワークの現状と
課題と今後　～子どもの成長に応じた支援体
制の構築～
　第 5 回　２月７日（木）報告　石川衣紀（実習
指導センター助教）
報
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　　テーマ　戦前における鈴木冶太郎の『適能教
育』論の研究
　第 6 回　3 月 14 日（木）報告　子育てネットワー
クメンバー
　　テーマ　子育てネットワークが目指したもの
―地域・行政・大学の協働とは―
　　金子「地域ネットワークに関する比較研究
　　　　　―日野市の場合―」
　　森山「小平西地区における地域ネットワー
　　　　　クづくりの取り組みと実践的な課題に
　　　　　ついて」
　　佐々「三多摩に於けるファミリー・サポート
　　　　　センターの実際と課題」
＊　　＊　　＊
報告の概要は以下の通りである。
第 1 回　瀧口報告
　外国語教育をめぐる状況として，「小学校英語
活動」開始後 1 年が経った。「中学校英語」が本
年 4 月から週 4 時間に増え（従来は 3 時間），高
校の「コミュニケーション英語」「コミュニケー
ション基礎」の教科書採択がこれからである。大
学の英語は外部資格（TOEIC，英検）をとらせ
ることに傾斜し，習熟度別に実施するとことが増
加している。
　英語教育の問題点として，外国語というと英語
しかとりあげない状況，英語教育の目標と方法が
混乱していること，国の教育行政が混乱している
―とくに 1980 年代から財界の指示に振り回され
ている，といった問題がある。
　さらに主として小学校における外国語教育の現
状について，外国語教育は，早ければ早いほど良
い，というわけではない。バイリンガルをめざし，
二つの言語のどちらも十分に習得できない「セミ
リンガル」となる場合もあること，小学校英語の
担当者は担任か専科か，日本人かネイティブス
ピーカーか，アドバイザーか，サポーターか，と
いう問題があり，地域によって大きな差がある。
中学校との連携をどのようにするかについて等々
の難しい問題がある。瀧口氏は，まずは「英語嫌
い」をつくらないことを最大の目標とするのがよ
いと考えるという。就学前教育への影響も大き
い。小学校で英語が始まる中で，幼稚園でも英語
をという要望があり，幼稚園側は園児獲得のため
に英語をやることになる。保育園でも，そのよう
な園がある。といった問題点が示された。
　最後に，今後の方向性について次のことが述べ
られた。
・日本における外国語としての英語の意味を確認
する。英語は様々な外国語の一つであり，多くの
国で使えるが「広く」「薄く」であることを認識
すべきである。
・外国語教育の目的をはっきりとさせる。1965
年のユネスコの勧告でも，外国語教育は人間形成
の基本とされ，我が国学習指導要領の 1951 年版
は，外国語教育は平和教育であるとしている。
・子どもたちが「学んだ」と実感できる内容と方
法を基本とした授業を大切にする。
   　（文責　松本園子）
第 2 回　小松報告
　ニュージーランドは酪農中心の人口の少ない国
であると日本は軽視しているが学ぶ点が多い。
ニュージーランドは世界に先駆けた社会政策・政
策を行ってきた。生活と人権への配慮が早くから
行われ，社会保障政策と女性参政権で世界を先導
した。特に最低賃金制・8 時間労働制強制的労使
仲裁制度で世界を先導した。社会保障では，ニュー
ジーランドの 1938 年法が出発点で，ベヴァリッ
ジはニュージーランドを訪問し UK のべヴァリッ
ジプランの参考にした。ニュージーランドの社会
保障政策が世界を超えた理由は，1 つは，全ての
国民・市民を包括する理念と方法を取ったこと。
もう 1 つは，「保険を超えて公的サービスへ」と
したことがあげられる。
　今，ニュージーランドが日本に投げかけるもの
として以下のものがある。
　①一貫する反核政策：ヒロシマ・ナガサキの影
報
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響を受け 1970 年代から核実験に抗議。1987
年に非核法。
　②行政改革の徹底：財政・経済危機や停滞，大
胆に行政改革・民営化。
　③公的保障と相互扶助：多様な共生を公的保障
と相互扶助・連帯でつなぐ。ボランティアは
盛ん。
　④市民本位：政策の基本理念は市民本位。
　⑤理想社会あるいは高度福祉国家への挑戦：
　◇大富豪や貧民がなく平等・公正な社会に。
　以上の報告をうけて，日本との違いは何か，国
民意識の違いか，といった質問が出された。これ
に対し，ニュージーランドは連帯の意識があり，
国つくりの最初から国が外から侵略される心配が
なかったこと，開墾が行われたが，その過程でお
互いに助け合うような考えが形成され，女性も重
要な労働力だったこと，巨大資本家がいなかっ
た，先住民マオリと「戦争」が２回あったが，そ
の後先住民を保護していること，など歴史的特徴
があげられた。
   　（文責　西方規恵）
第 3 回　福丸報告
　企業で働いた経験から父親と母親のそれぞれの
仕事と家庭の両立，子育て支援，家族支援の問題
に関心を持ち，心理研究の道に入り，現在は臨
床心理士として様々な実践に取り組んでいる。
2005 年から 3 年間，米国オハイオ州シンシナティ
における家族支援の実践を経験した。
○シンシナティ子ども病院：貧困，10 代の妊娠，
児童虐待など，子どもと家族の多くの問題をかか
えた地域で，病院内の虐待事例のケース・カンファ
レンスには 20 人以上の専門家（院内のスタッフ：
ソーシャルワーカー，看護師，精神科医，小児科
医，内科医，救急医，放射線科医　院外のスタッ
フ：ファミリーサービスのソーシャルワーカー，
警察官，司法検察官など）があつまり，情報を共
有する。毎日必ず何かケース会議が開かれるとい
う，厳しく忙しい状態だか，スタッフの雰囲気は
とても明るい。
○ ECS （Every Child  Succeeds）：病院がかか
わって実施している 家庭訪問による子育て支援
のとりくみで，福丸氏はスタッフとして 10 代の
母親などを訪問した。プログラムの目的は，妊娠
期に始まる早期からの支援により，親と子ども双
方がいいスタートを切るための支援であり，ハイ
リスク世帯を対象に，妊娠期から生後 3 年間，週
1 回（2 歳以降は２週に 1 回）1 時間，同じ担当
者による家庭訪問が行われる。
○ SUMA ( 地域の民間機関 ) による父親支援：病
院外の取り組みで，家族支援における父親支援の
重要性が認識され，父親支援プログラムが始まっ
た。対象は 25 名前後の父親（予定も），週 1 回，
平日の夜 2 時間，10 回で，子どもの発達，自分
のニーズ，家族の法律，夫婦の関係等のテーマで
講義やディスカッションが行われる。参加費は無
料で，軽食が出る。
○ ECS，SUMA の取り組みに参加して学んだこ
とは
　１予防的支援の視点。発達の初期を支えること
が経済的効果の点でも重要であると意識され
ていること
　２ハイリスクという視点。優先順位がはっきり
している。
　３チームでの支援という視点。縦割りではな
く，協働，異職種間の連携，複眼的な視点が
あること。支援者自身が支えられ，支え合う
ことである。
　４取り組みの振り返りと評価。ささやかな変化
を共に喜ぶ姿勢があり，取り組みや効果に対
する振り返りがあること。
○現在の実践と研究：米国で学んだことを生か
し，１．CARE ～子どもと大人の絆を深めるプ
ログラム～　２．FAIT　～離婚という家族の移
行期を経験している親子に向けた支援プログラム
に取り組んでいる。
   　（文責　松本園子）
第４回　牧野報告
　学生時代から不登校の子どもに関わったことが
報
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きっかけで，スクールソーシャルワークの研究・
実践をしてきた。現在も，大学での勤務の他に，
S 区の中学生の学習会の支援や，「居場所づくり
事業」などに中心的に関わっている。
　スクールソーシャルワークは 2008 年から制度
化され，スクールソーシャルワーカーが配置され
てきている。スクールソーシャルワークという言
葉は 1980 年代から使われ始めている。現状は，
スクールソーシャルワーク活用事業報告による
と，子どもの問題の背景に心の問題，家庭などの
環境の問題がある。
　スクールソーシャルワーカーは 2010 年は 614
名で，社会福祉士，精神保健福祉士有資格者が
50％超えている。東京都では 49 市区のうち 30
市区で導入，67 名（SW37，PSW16，臨床心理
士 11，教員 11）採用。採用形態は自治体によっ
てバラバラであり，時給も 1,600 円～ 5,800 円（臨
床心理士）まで様々である。
　スクールソーシャルワークの課題は，第一に専
門性の確保である。第二に配属形態の問題で，教
育委員会に所属し依頼に応じて学校に派遣される
「派遣型」と，学校に配属される「配置型」があ
る。前者は言いたいことは言えるが，緊急・深刻
化してからの対応で，じっくりかかわれない。後
者は日常対応・早期対応が可能だが学校長の管理
下になる。第三に雇用形態の問題で，非常勤で５
年までの壁があり，よい仕事をしていても変わっ
てしまう。
　スクールソーシャルワークの今後は，第１に人
材の養成である。全国でも 30 課程（10 名上限）
程度であり普及はまだまだである。第２に学校外
での子ども支援の課題，第３に継続的な子ども・
学生支援の課題である。　
   　（文責　西方規恵）　　　　　　
第５回　石川報告
　知能テスト（鈴木・ビネー）の開発者として知
られる鈴木冶太郎（すずき・はるたろう，1875
～ 1966）は，戦前における特別支援教育の先駆
者として位置づけられている。今日の市場化・規
制緩和，構造的不況や失業・不安定雇用等の中で
生じている「格差・貧困」の問題に対して，特別
支援教育・特別ニーズ教育は新たな課題と向うべ
き状況にあるといことを踏まえて，さらに，障害
や教育環境の制約に伴う発達の困難への多様な特
別な教育的配慮（特別支援教育，特別ニーズ教育）
の保障といった『教育の貧困』への対応という視
点からも『子どもの貧困』をとらえていく必要が
あると考えている。
　鈴木は，こうした子どもの「生活と教育の貧困」
という視点を持って，戦前の大阪市を中心に教育
救済事業や小学校特別学級編成などの先駆的取り
組みを行なった人物である。
　鈴木の経歴は以下の通りである。
　1875 年（明治 8 年）滋賀県に生まれ，滋賀県
内で小学校や高校の教師を経て 30 歳で大阪市の
師範学校教諭兼訓導となる。1906 年に附属小学
校に「特別教室」を開設し，男女 7 名の児童に特
別指導を行なう。1917 年に大阪市の視学の一人
に就任し，貧困児童の不就学実態を調査し，市当
局に対応を要請する。1920 年（大正 9 年）に知
能測定法の開発に着手。
　視学をやめて 1930 年に『実際的個別的知能測
定法』を最初の鈴木ビネ式知能検査法としてまと
める。1938 年に大阪市「学業不振児」「優秀知能
児」実態調査を指揮する。1940 年大阪市立児童
教育相談所長。1950 年京都大学より文学博士号
が授与される。1966 年 91 歳で他界。
　研究の目的は，鈴木冶太郎が戦前期の大阪市に
おいて着手した教育改善事業や小学校の特別学級
編成などの一連の小学校教育改革の取り組みは，
当時の子どもの抱える『生活と教育の貧困』問題
に対する特別な教育的配慮の実践とシステムの開
発であり，その理論的支柱としての適能教育論と
しての構築であったことを明らかにすることであ
る。
　適能教育論については「教育の理念・目的」「児
童観・発達観・能力観」「教育の制度・システム」
「教育対象」「教育内容」「教育方法」「教育実践
報
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論」という７つの視点を設定して検討した。鈴木
の適能教育論は，子どもの『個性の差』『個人性』
に応じた教育を行なうという視点から出発し，そ
の対象は学業不振児だけではなく，都市下層社会
に生活する子ども，知的な遅れを持つ子ども，『優
秀知能児』と多岐に渡り，それぞれに応じた教育
形態を通常の小学校教育の枠組みの内外に構想・
実現していった。
第６回　子育てネット報告
（１）子育て支援ネットワークづくりに関する研
　　　究－行政，市民，大学との三者協働（瀧口優）
　２０１１年度より「子育て支援ネットワークづ
くりに関する研究」を行い，５つのプロジェクト
を立ち上げてこの３月で２年が経過した。その５
つのプロジェクト全体の報告とこの研究が目指し
たものについて報告。以下はそれを受けてそれぞ
れのプロジェクトがどのような取り組みを行って
きたのかの内容である。
（２）地域ネットワークに関する比較研究－日野
　　　市の場合（金子尚弘）
　小平市とほぼ同じ規模の市として比較研究の対
象としたが，特に豊田駅周辺の開発が絡んで，子
育て支援のネットワークづくりが進められ，そこ
にプロジェクトとして関わりを持ちながら望まし
いネットワークのあり方について協議を続けてい
る。
（３）三多摩地域におけるファミリーサポート事
　　　業の実際と課題（佐々加代子）
　多摩地区を中心として２４のファミリー・サ
ポート・センターからの回答をもとにして，そ
の実際と課題についてまとめたものである。
２０１２年度はこうした中から４箇所（国分寺
市，昭島市，清瀬市，そして東村山市）更に多摩
地域と異なる２箇所（千代田区，入間市）へのヒ
アリングを加えて，それぞれの地域が工夫しなが
ら独自のネットワークづくりを行なっていること
がわかった。一方では待遇面を含めて大きな課題
があり，国への働きかけも必要であることが確認
された。
（４）小平西地区における地域ネットワークづく
　　　りの取り組みと実践的な課題について
　　　（森山千賀子）
　２０１１年度からはじまった「小平西地区地域
ネットワーク」づくりの経過をちょうど１年間過
ぎたところでまとめて報告した。「顔の見える」
交流を目指してすすめてきたネットワークづくり
であるが，西地区全体では大きすぎてそれを４つ
のブロックに分けてより顔の見えるネットワーク
づくりをめざした。現在はそれぞれのブロックが
動き出し，全体としての取り組みとどう調整して
いくのかが問われている。課題として行政との協
働，自治会とのつながり，安心できる居場所づく
り，そしてファシリテーター（調整役）としての
大学の役割を明らかにしていくこと，等が出され
ている。
　４つの報告を受けて質疑を含めた意見交換が行
なわれた。
   　　（文責　瀧口優）
以上
報
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